
　

旧
自
治
省
が
平
成
十
二
年
に
地
方
自
治
体
の
公
会

計
シ
ス
テ
ム
に
複
式
簿
記
の
「
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」

導
入
を
促
し
た
こ
と
で
、
全
国
の
三
千
二
百
九
十
四

の
都
道
府
県
・
市
町
村
の
中
で
平
成
十
三
年
度
中
に

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
作
成
に
取
り
組
ん
だ
自
治
体
（
既

に
作
成
済
み
を
含
む
）
が
千
二
百
九
十
四
を
数
え
、

全
体
の
三
八
％
を
占
め
た
。
そ
し
て
、
総
務
省
は
翌

十
三
年
に
「
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
」
と
「
各
地
方
公

共
団
体
全
体
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」
の
作
成
マ
ニ
ュ

ア
ル
を
も
示
し
た
。「
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」
は
民
間
企

業
会
計
の
貸
借
対
照
表
に
相
当
し
、「
行
政
コ
ス
ト
計

算
書
」
は
損
益
計
算
書
に
、「
各
地
方
公
共
団
体
全
体

の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」
は
他
事
業
会
計
と
リ
ン
ク
さ

せ
た
連
結
貸
借
対
照
表
に
相
当
す
る
。
普
通
会
計
の

「
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」づ
く
り
が
急
ピ
ッ
チ
で
広
が
っ

て
い
る
の
に
対
し
、「
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
」
作
成
に

取
り
組
ん
で
い
る
自
治
体
は
一
六
・
八
％
、「
全
体
の

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」
作
成
は
八
・
三
％
だ
け
と
少
な

い
。
し
か
し
、
長
い
間
お
金
の
出
入
り
を
示
す
だ
け

の
家
計
簿
の
よ
う
な
単
式
簿
記
会
計
シ
ス
テ
ム
を
採

用
し
て
き
た
地
方
自
治
体
が
企
業
会
計
と
同
じ
シ
ス

テ
ム
の
導
入
へ
向
け
て
動
き
出
し
た
こ
と
は
革
命
的

な
変
化
と
言
え
よ
う
。

　

変
革
の
背
景
に
は
大
き
く
分
け
て
三
つ
の
要
因
が

あ
る
。
一
つ
は
、先
進
諸
国
で
行
財
政
改
革
が
進
み
、

成
果
重
視
の
政
策
執
行
、
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
ー

（
説
明
責
任
）
の
徹
底
、
コ
ス
ト
意
識
に
基
づ
い
た
事

務
事
業
実
施
な
ど
、
ニ
ュ
ー
・
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
（
Ｎ
Ｐ
Ｍ
）
の
動
き
が
広
が
り
国
際
標
準

化
し
、
日
本
だ
け
が
古
典
的
手
法
に
と
ど
ま
っ
て
い

る
こ
と
が
許
さ
れ
な
く
な
っ
た
こ
と
。
二
つ
に
、
地

方
分
権
の
潮
流
の
中
で
国
と
地
方
が
抱
え
る
累
積
債

務
が
六
百
九
十
三
兆
円
と
い
う
途
方
も
な
い
額
に
達

し
、
従
来
の
よ
う
に
国
が
す
べ
て
地
方
の
面
倒
を
見

る
護
送
船
団
方
式
財
政
運
営
が
で
き
な
く
な
り
、
地

方
が
自
立
（
自
律
）
を
前
提
に
し
た
シ
ス
テ
ム
に
切

り
替
え
る
必
要
が
生
じ
て
い
る
こ
と
。
三
つ
に
、
先

に
述
べ
た
よ
う
に
従
来
の
公
会
計
制
度
は
家
計
簿
の

よ
う
な
も
の
で
あ
る
た
め
財
務
実
態
の
全
容
を
明
ら

か
に
す
る
に
は
不
完
全
な
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
点
が
あ

る
。
旧
来
の
シ
ス
テ
ム
は
ま
ず
、
他
事
業
会
計
と
の

関
係
が
不
透
明
で
あ
る
。
ま
た
、
ス
ト
ッ
ク
（
資
産

や
負
債
の
蓄
積
）
の
概
念
が
欠
落
し
て
お
り
、
有
形

固
定
資
産
は
課
税
対
象
に
な
ら
な
い
の
で
減
価
償
却

す
る
概
念
も
な
く
資
産
台
帳
も
整
備
さ
れ
て
い
な

い
。
資
産
の
評
価
額
を
算
定
し
よ
う
と
し
て
も
、
道

路
の
よ
う
に
実
際
問
題
と
し
て
換
金
で
き
ず
金
額
算

出
す
る
の
が
困
難
だ
っ
た
面
も
あ
る
。
さ
ら
に
、
民

間
企
業
の
研
究
開
発
費
の
よ
う
に
成
果
が
出
る
の
が

翌
年
以
降
に
な
る
支
出
を
当
期
の
費
用
と
し
て
処
理

す
る
繰
延
資
産
を
計
上
す
る
こ
と
も
な
か
っ
た
。
さ

ら
に
、
将
来
発
生
す
る
支
出
で
あ
る
職
員
の
退
職
金

な
ど
退
職
給
与
引
当
金
を
計
上
す
る
こ
と
も
な
か
っ

た
。
従
っ
て
、
単
年
度
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
（
収

支
）
で
さ
え
実
質
的
に
赤
字
な
の
か
黒
字
な
の
か
分

か
ら
ず
、
実
態
を
よ
り
正
確
に
把
握
で
き
る
シ
ス
テ

ム
に
改
め
る
必
要
が
あ
っ
た
。

　

た
だ
、
公
会
計
に
は
収
支
決
算
以
外
に
も
、
財
政

力
指
数
（
基
準
財
政
収
入
額
を
基
準
財
政
需
要
額
で

除
し
た
も
の
。
１
を
超
え
る
ほ
ど
財
源
に
余
裕
が
あ

る
）
や
起
債
制
限
比
率
（
地
方
債
を
発
行
す
る
際
の

規
定
で
普
通
会
計
の
元
利
償
還
金
な
ど
五
つ
の
指
標

を
用
い
た
算
式
で
計
算
す
る
。
一
四
％
を
超
え
る
と

公
債
費
負
担
適
正
化
計
画
を
作
成
す
る
）
な
ど
の
指

標
が
あ
り
、
財
政
破
綻
を
防
ぐ
手
立
て
が
考
案
さ
れ

て
き
た
。だ
が
、こ
れ
ら
は
国
が
地
方
を
コ
ン
ト
ロ
ー

ル
す
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
で
あ
り
、
地
方
が
自
立
す

る
た
め
の
も
の
で
は
な
い
。
自
立
す
る
た
め
に
は
そ
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の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
が
必
要
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、

公
会
計
は
企
業
会
計
と
根
本
的
に
異
な
る
い
く
つ
か

の
要
素
を
抱
え
て
い
る
。
最
も
大
き
な
違
い
は
企
業

会
計
は
利
益
を
最
大
限
に
す
る
目
的
に
基
づ
き
計
測

す
る
手
法
で
あ
る
の
に
対
し
、
公
会
計
に
は
利
益
の

概
念
が
な
い
こ
と
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
企
業
会
計
は

債
権
債
務
（
取
引
）
が
発
生
し
た
時
間
を
基
準
に
計

測
す
る
発
生
主
義
に
基
づ
く
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
の
に

対
し
、
公
会
計
は
金
銭
の
出
入
り
を
基
準
に
計
測
す

る
現
金
主
義
に
基
づ
く
シ
ス
テ
ム
で
あ
り
、
総
務
省

モ
デ
ル
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
も
現
金
主
義
の
考
え
方

を
踏
襲
し
て
い
る
。
ま
だ
発
生
主
義
に
切
り
替
え
る

条
件
が
整
っ
て
い
な
い
状
況
下
で
導
入
し
て
も
取
り

組
む
自
治
体
が
少
な
い
と
み
た
の
か
も
し
れ
な
い
。

ま
た
、
公
会
計
は
自
治
体
が
倒
産
し
た
り
破
産
し
た

り
す
る
事
態
を
想
定
し
て
お
ら
ず
、
総
務
省
モ
デ
ル

で
も
「
清
算
」
の
概
念
の
な
い
シ
ス
テ
ム
に
な
っ
て

い
る
。
真
に
自
立
し
た
自
治
体
経
営
を
実
現
す
る
に

は
清
算
の
概
念
の
導
入
も
必
要
だ
。
さ
ら
に
、
公
会

計
制
度
に
は
企
業
会
計
の
資
本
金
や
剰
余
金
（
当
期

利
益
）
に
相
当
す
る
概
念
が
な
い
の
で
、
総
務
省
モ

デ
ル
で
は
こ
れ
に
代
わ
り
「
正
味
資
産
」
と
い
う
概

念
を
用
い
て
い
る
。
そ
し
て
、
借
金
で
あ
る
「
地
方

債
」
に
つ
い
て
は
、
見
返
り
資
産
の
な
い
赤
字
地
方

債
は
「
負
債
の
部
」
に
計
上
す
る
が
、
将
来
地
方
交

付
税
措
置
さ
れ
資
産
化
す
る
も
の
は
表
記
し
な
い
と

し
て
い
る
。
し
か
し
、
地
方
自
治
体
は
公
営
事
業
を

起
債
し
て
起
こ
す
こ
と
が
多
く
、
そ
の
債
務
が
交
付

税
措
置
と
い
う
債
権
化
が
行
わ
れ
一
般
財
源
化
す
る

こ
と
で
矛
盾
が
な
い
の
か
疑
問
で
あ
る
。
交
付
税
制

度
な
ど
に
よ
る
国
の
自
治
体
財
政
支
配
シ
ス
テ
ム
が

続
く
限
り
、
自
治
体
が
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
作
っ
て

も
資
産
超
過
の
結
果
に
な
る
ケ
ー
ス
が
多
い
の
で
は

な
い
か
。
そ
の
よ
う
な
矛
盾
を
抱
え
た
シ
ス
テ
ム
の

積
み
重
ね
が
国
の
財
政
破
綻
を
招
き
、
そ
の
ツ
ケ
が

市
町
村
合
併
と
い
う
取
り
繕
い
措
置
に
な
っ
た
。

　

海
外
で
は
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
や
ア
メ
リ
カ
や
イ

ギ
リ
ス
な
ど
完
全
な
発
生
主
義
会
計
を
導
入
す
る
国

が
増
え
て
い
る
。
日
本
で
は
国
に
先
行
し
て
昭
和
六

十
二
年
に
熊
本
県
が
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
作
成
し
た

が
現
金
主
義
で
あ
っ
た
。
そ
の
後
、
自
発
的
な
試
み

が
続
け
ら
れ
、
群
馬
県
太
田
市
は
福
祉
施
設
の
利
用

者
一
人
当
た
り
コ
ス
ト
を
示
し
た
「
わ
か
り
や
す
い

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」
を
発
表
し
た
り
、
会
津
若
松
市

は
「
後
世
に
引
き
継
ぐ
物
件
別
資
産
額
と
部
門
別
債

務
額
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」
を
示
し
た
り
、
北
九
州

市
が
「
施
策
別
・
事
業
別
の
市
民
一
人
当
た
り
コ
ス

ト
」
を
示
し
た
り
、
さ
ま
ざ
ま
な
工
夫
が
行
わ
れ
て

き
た
。
そ
し
て
近
年
、
三
重
県
、
宮
城
県
、
東
京
都

な
ど
発
生
主
義
に
基
づ
き
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
作
成

す
る
自
治
体
も
現
れ
、
自
治
体
の
公
会
計
シ
ス
テ
ム

は
確
実
に
進
化
し
て
い
る
。
東
京
都
の
場
合
は
「
機

能
す
る
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」
の
名
称
で
普
通
会
計
と

全
事
業
会
計
と
を
連
結
し
て
発
生
主
義
に
基
づ
き
バ

ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
作
成
（
表
参
照
）
し
て
お
り
、
加

え
て
都
立
高
等
学
校
な
ど
「
事
業
別
バ
ラ
ン
ス
シ
ー

ト
」
を
作
り
、
当
該
事
業
に
か
か
わ
る
職
員
の
コ
ス

ト
意
識
向
上
、経
営
責
任
の
明
確
化
を
図
っ
て
い
る
。

　

公
会
計
シ
ス
テ
ム
改
革
は
ま
だ
手
探
り
の
段
階
で

あ
る
が
、
新
シ
ス
テ
ム
を
導
入
す
れ
ば
財
政
が
改
善

さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
。
大
事
な
こ
と
は
、
シ
ス
テ

ム
を
改
革
す
る
強
い
意
志
を
持
つ
こ
と
で
あ
る
。
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東京都連結貸借対照表　平成13年３月31日現在
金 額　科　　　　 目　

（資産の部）
20,732流動資産
7,624現金預金
3,239売上債権
2,129棚卸資産
481短期貸付金
4,351未収金
△ 361貸倒引当金
3,267その他流動資産

310,704固定資産
276,059有形固定資産
53,406建物
83,522構築物
24,876機械装置
97,798土地
14,175建設仮勘定
2,276その他有形固定資産

3,392無形固定資産
1,861借地権、地上権
1,530その他無形固定資産

31,352投資等
1,463有価証券
10,541長期貸付金
4,575投資不動産
1,889長期預金
4,752基金
△ 4貸倒引当金
8,024その他投資等

413繰延資産

331,850資産合計

（単位：億円）

金 額　科　　　　 目　

（負債の部）
19,470流動負債
788仕入債務

12,780短期借入金
9,337都債
3,442その他
4,639短期未払金
1,262その他流動負債

169,470固定負債
1,830社債
138,268長期借入金
123,136都債
15,131その他
2,501長期未払金
12,845退職給与引当金
1,147その他引当金
12,876その他固定負債

188,941負債合計
2,291少数株主持分

（正味財産の部）
85,745正味財産

54,871剰余金

140,617正味財産合計
331,850負債・少数株持分・正味財産合計


